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１ 適用 

 (1)本特記仕様書は河川、河川遊水地、水路（深さ80cm以下のものは除く）、雨水調整池、流

域貯留浸透施設の中（以下「河川等」という）で作業を行う工事等に適用する。 

 (2)「工事等」とは、工事以外の点検、清掃、除草等を含め、河川等で行う作業全般を総称し

たものである。 

 

２ 目的 

  集中豪雨等による急激な水位上昇の危険性を考慮し、河川等における工事等を実施する場合

の安全確保について万全を期することを目的とする。 

 

３ 雨天時の作業中止等の検討 

請負人（受託者）は、以下の標準的な中止基準を踏まえ、現場特性に応じた中止基準を設定

すること。 

   (1) 当該作業箇所または上流部に洪水または大雨の注意報・警報が発表された場合。 

(2) 当該作業箇所または上流部に降雨や雷が発生している場合。 

 

４ 気象情報等の取得体制の強化と作業中止判断への活用 

気象警報、注意報のみならず、降雨状況等のリアルタイムの情報について、現場においても

速やかに取得できる体制を構築するとともに、当該情報を作業中止の判断に活用すること。 

情報源については適宜確保すること。 

 

５ 作業員の退避行動等についての事前確認の徹底 

集中豪雨が発生した際の作業員への情報連絡体制、退避行動等について、事前に十分確認す

ること。 

 

６ 安全管理計画の施工計画書等への明記 

作成する施工計画書等において、以下の内容を安全管理計画として明記し、発注者（委託者）

の確認を得るとともに、その内容について作業員への周知徹底を図ること。 

ただし、発注者（委託者）が必要ないと認めたときは省略又は一部省略することができる。 

(1) 現場特性等の事前把握 

  工事等の着手前には、当該作業箇所に係る作業内容や現場特性をあらかじめ十分に把握する。 

 



 

 

 

 

 (2) 工事等の中止基準・再開基準の設定 

  ア 標準的な中止基準を踏まえ、現場特性に応じた中止基準を設定する。 

    退避時間が長い、退避条件が厳しい、急激な増水が予想される、気象情報が入手しに

くい、夜間工事等で天候の状態がわかりにくい等の特性がある場合は中止基準を強化す

る検討を行う。 

イ 工事等の開始後は、中止基準を補完する情報も活用し、的確な中止基準を設定する。 

  気象情報、気象情報の変化、増水の予兆（水位・水勢の変化、濁水等）。 

ウ 工事等を再開する際の基準も設定する。 

(3) 迅速に退避するための対応 

   工事等に着手する前には、作業員が安全かつ迅速に退避できるように、あらかじめ退避

時の対応方策について、以下の点について具体的な内容を定めておく。 

  ア 退避手順の設定 

    事前に作業員が退避するルート、退避時の情報伝達方法等の退避手順を定めておく。 

  イ 安全器具の設置 

    現場特性に応じて安全器具等を設置する。 

  ウ 情報収集と伝達方法 

    適宜、気象等の情報収集を行い、状況を作業員全員に伝達し、危険性の早期発見・危

機回避に努める。 

  エ 資器材の取り扱い 

    資器材については、必要に応じて流出防止策を講じておくとともに、作業員が退避す

る場合には、退避に支障がある資器材を存置し、作業員の退避を最優先する。 

 (4) 日々の安全管理の徹底 

   工事等の開始前には、退避時の対応方策の内容等について作業関係者全員に周知徹底を

図る。 

 

 


